
⽇経新聞掲載名︓セレ・TPX

※5ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在
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Monthly Report
東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ
追加型投信／国内／株式／インデックス型

基準価額、パフォーマンス等の状況

基準価額・純資産総額の推移 基準価額・純資産総額

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表示しています。
※ベンチマーク（TOPIX（配当込み））は設定⽇を10,000円として指数化したものです。
※設定⽇は2001年9⽉25⽇です。

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資したものとして
計算しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

年間収益率の推移（％）

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
※当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。
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ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運用を⾏っており、ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンドの資産の状況を記載しています。

※5ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在
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東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ

主要な資産の状況

※⽐率は純資産総額に占める割合です。

資産構成（％） 組入上位10業種（％）

※短期⾦融資産等は、組⼊有価証券以外のものです｡

組入上位10銘柄（％）

当資料で使⽤するインデックスについて
＜TOPIX（配当込み）＞
配当込みTOPIX（以下「TOPIX（配当込み）」といいます。）は、株式会社ＪＰＸ総研が算出する株価指数であり、⽇本の株式市場を広範に網羅すると
ともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重⽅式により算出されます。TOPIX（配当込み）の指数値
およびTOPIX（配当込み）にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知
的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用等TOPIX（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIX（配当込み）にかかる標章または商
標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIX（配当込み）の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いませ
ん。ファンドは、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは
責任を負いません。

株式
株式先物
短期⾦融資産等

資産

合計

⽐率
94.9
5.0
0.1 

100.0

純資産総額 1,391億円

⽐率業種
1 20.7

医薬品

10.3
7.3

10 3.1

電気機器

6.5
5.8
5.0
4.7
3.7
3.1

2
3
4
5
6
7
8
9

銀⾏業
卸売業
情報・通信業
機械
輸送用機器
化学
小売業
サービス業

銘柄 ⽐率
1
2
3
4
5

業種

6
7
8
9
10

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 3.2
トヨタ⾃動⾞ 2.8
ソフトバンクグループ 2.5
⽇⽴製作所 2.2
三井住友フィナンシャルグループ 2.1
ソニーグループ 2.0
東京エレクトロン

銀⾏業
輸送用機器
情報・通信業
電気機器
銀⾏業
電気機器

1.7
村田製作所 1.6

卸売業
電気機器

組⼊銘柄数 1,021

電気機器
銀⾏業

1.9
みずほフィナンシャルグループ 1.7
三菱商事
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• 

• 

• 

• 

資⾦動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

【分配⾦に関する留意事項】
・

・ 将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

・

・ 運用による損益は、全て投資者に帰属します。
・ 投資信託は預貯⾦や保険と異なります。
・ ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

■価格変動リスク ︓

■流動性リスク ︓

■ ︓

・
・

・
・

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※5ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

信託報酬等の管理報酬を負担すること

受益者から短期間に相当⾦額の解約申込があった場合、ファンドは組⼊資産を売却することで解約⾦額の⼿当てを⾏い
ますが、組⼊資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも⼤幅に安い価格で売却せざるを得ないこと
があります。これに伴い基準価額が⼤きく下落することがあります。

TOPIX（配当
込み）との乖離
リスク

ファンドの投資成果はTOPIX（配当込み）の動きに連動することを目標としますが、両者は正確に連動するものではな
く、いくつかの要因により乖離が⽣じます。乖離が⽣じる主な要因は次の通りです。

流動性の確保その他の理由で現預⾦等を保有すること
TOPIXに採用されている銘柄を必ずしも全銘柄保有しないこと、あるいは、保有ウェイトがTOPIXにおけるウェイトと異な
ること
株式売買⼿数料等の取引コストを負担すること

流動性、機動性、コスト等の観点から、株価指数先物取引を⾏うことがあります。

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がりま
す。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その
場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益
率を示すものではありません。受益者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全額が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場
合があります。ファンド購⼊後の運用状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあり
ます。

株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。株価は、短期的または⻑期的に⼤
きく下落することがあります（発⾏企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資⾦が回収できなくなることもありま
す｡）。組⼊銘柄の株価が⼤きく下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。

ファンドの運用は、ファミリーファンド⽅式により⾏います。したがって、実質的な運用は、マザーファンドで⾏うこととなります。

2． TOPIX（配当込み）に連動する投資成果の達成を目標とします。
TOPIX（配当込み）をベンチマークとします。
投資成果はTOPIX（配当込み）の動きに連動することを目標としますが、両者は正確に連動するものではなく、いくつかの要因により乖離が⽣
じることがあります。

3． TOPIXに採用されている銘柄を中⼼に、TOPIX（配当込み）との連動性を考慮し組⼊を⾏います。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在

1． 主にTOPIX（東証株価指数）に採用されている銘柄に投資します。
主にTOPIXに採用されている銘柄を主要投資対象として運用する「ＴＭＡ⽇本株TOPIXマザーファンド」（以下「マザーファンド」ということがあり
ます。）に投資します。

Monthly Report
東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ

ファンドの特⾊（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの主なリスクについて（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）
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購⼊単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の基準価額
換⾦単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の基準価額
換⾦代⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して、5営業⽇目からお⽀払いします。

換⾦制限 ファンドの資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤口の換⾦には制限を設ける場合があります。

信託期間 無期限（2001年9⽉25⽇設定）
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・ 受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・ やむを得ない事情が発⽣したとき

決算⽇ 6⽉20⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
年1回の決算時に収益分配⽅針に基づき、収益分配を⾏います。
※収益分配⾦は、⾃動的に無⼿数料で再投資されます。
※分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。
収益分配時の普通分配⾦、換⾦時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は、税法上、⼀定の条件を満たした場合に少額投資非課税制度「NISA」の適用対象となります。
ファンドは、「NISA」の「成⻑投資枠（特定非課税管理勘定）」および「つみたて投資枠（特定累積投資勘定）」の
対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除は適用されますが、益⾦不算⼊制度の適用はありません。

※税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

■投資者が直接的に負担する費用
ありません。

信託財産留保額 ありません。
■投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

以下の費用・⼿数料等がファンドから⽀払われます。
・ 監査法人に⽀払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.0055％（税込）をかけた額（上限年49.5万円）
・ 組⼊有価証券の売買の際に発⽣する売買委託⼿数料
・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用
・ 信託事務等にかかる諸費用

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。

※5ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

購⼊時⼿数料

ファンドの純資産総額に年率0.154％（税抜0.14％）をかけた額とします。

その他の費用・
⼿数料

※ 監査にかかる費用を除く上記の費用・⼿数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示することが
できません。

購⼊・換⾦
申込不可⽇ ありません。

繰上償還

収益分配

課税関係

受益者が確定拠出年⾦法に規定する資産管理機関および連合会等の場合は、所得税、復興特別所得税および地⽅税
はかかりません。また、確定拠出年⾦制度の加⼊者については、確定拠出年⾦の積⽴⾦の運用にかかる税制が適用されま
す。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在

申込締切時間 原則として午後3時30分までに、販売会社の⼿続きが完了したものを当⽇受付分とします。なお、販売会社により取扱いが
異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

Monthly Report
東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ

お申込みメモ（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの費⽤（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

4 / 6 ■設定・運用︓東京海上アセットマネジメント



■

■
■

■

■

■
■
■

■委託会社︓東京海上アセットマネジメント株式会社
ファンドの運用の指図を⾏います。

商号等︓ 東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第361号

加⼊協会︓⼀般社団法人 資産運用業協会、⼀般社団法人 第⼆種⾦融商品取引業協会
■受託会社︓三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社

ファンドの財産の保管・管理を⾏います。
■販売会社

投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動
します。したがって、元本が保証されているものではありません。
投資信託は、⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に⽣じた利益および
損失は、全て投資家に帰属します。
投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。
登録⾦融機関から購⼊した投資信託は、投資者保護基⾦の補償対象ではありません。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在

当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投
資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）は販売会社までご請求ください。
当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に記載された運用
実績は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。

Monthly Report
東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ

当資料のお取扱いにおけるご注意

委託会社、その他関係法人

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。
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株式会社 イオン銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○

ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○
株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○
株式会社 ＳＢＩ新⽣銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
株式会社 ＳＢＩ証券）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新⽣銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○
楽天証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会
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前掲の販売会社または下記までお問い合わせください。
東京海上アセットマネジメント サービスデスク   ０１２０－７１２－０１６ 受付時間︓営業⽇の９時〜17時

ホームページ　https://www.tokiomarineam.co.jp/

※5ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は6ページ組となります 2026年5⽉29⽇現在
Monthly Report
東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ

当ファンドの照会先
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